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豊かな水資源の保全に向けた取組の推進 

 

（総務省、国土交通省） 

【現状・課題】 

北海道の貴重な財産である森林や水資源を将来にわたって引き継ぎ、安全で
安定した水の供給を行うため、適正な土地の利用や管理に関する関係法令の整
備や施策の充実・強化が必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)水資源を保全するための土地取引規制に係る関係法令の整備（国土交通省） 

(2)市町村による水源周辺の土地取得に係る財政支援措置の充実・強化 

（総務省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① 水資源や森林資源の恵みを将来の世代においても享受できるよう、水資源
周辺における利用目的が明らかでない大規模な土地取引など、地域の実情に
応じた土地の取引規制を可能とするため、関係法令の整備を行うこと。 
   

② 市町村による水源周辺の土地の公有地化を推進するため、地方債（地域活
性化事業債）の対象を森林以外の土地取得にも拡大するなど、財政支援措置
の充実・強化を図ること。 
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野生鳥獣被害対策の推進 

 

（厚生労働省、農林水産省、経済産業省、環境省、警察庁） 

【現状・課題】 

本道では、依然として生息数の多いエゾシカ、増加傾向にあるヒグマ、アラ
イグマ、トド、アザラシなどにより、農林漁業被害や人身被害が拡大し、生態
系の保全にも影響を及ぼしていることから、地域における捕獲を一層推進する
ための予算の確保や、生息実態の把握・被害防止対策の更なる充実を図ること
が必要である。 

 
【提案・要望事項】 

(1)捕獲等事業に対する支援の継続・拡充と事故防止・安全対策の推進 
（農林水産省、環境省、警察庁） 

(2)ヒグマによる人身及び農業被害対策の推進（農林水産省、環境省、警察庁） 

(3)海獣類による漁業被害対策の充実･強化及び新たな支援制度の創設 

（農林水産省、経済産業省、環境省、警察庁） 

(4)捕獲したエゾシカの有効活用に対する支援制度の継続・拡充 

（厚生労働省、農林水産省、環境省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       

① 鳥獣被害防止総合対策交付金について捕獲に必要な予算の確保や交付対象
の拡大、指定管理鳥獣捕獲等事業交付金の交付額・交付割合の見直しなど、
野生鳥獣の捕獲等事業に対する支援の継続・拡充を図るとともに、国が国有
林で実施する生息状況の把握や捕獲を、更に上乗せして実施するなど、道の
個体数削減の取組とより一体的に進めること。 
また、鳥獣捕獲体制を維持するため、担い手の中長期的な確保と見回り等

に係る経済的負担の軽減を図るとともに、狩猟免許更新時における講習の義
務化や空気銃のライフル射撃場での使用を可能とすることなど、狩猟者の知
識、技術向上に資する取組を含め、狩猟事故防止のための全国的な安全対策
を推進すること。   

② 市街地へのヒグマ出没防止や高い専門性を持った担い手確保のための全額
国庫補助による支援制度を創設するとともに、人家周辺等での銃器の使用に
ついて、関係法令の運用基準の明確化等を図ること。   
 また、ヒグマを指定管理鳥獣に指定し、生息実態の把握や適切な頭数管理
を支援すること。 

③ トド、オットセイ、アザラシ等の海獣類による漁業被害軽減に向けた技術
開発の促進や生態調査等の取組に必要な予算の確保など、対策の充実・強化
を図るとともに、漁具及び漁獲物被害に対する補償など、新たな支援制度を
創設すること。 

   また、銃器を使用したトド捕獲については、狩猟・許可捕獲同様、火薬類
取締法に基づく許可を不要とすること。 

④ ＨＡＣＣＰ導入の義務化に伴う衛生管理の負担増加や原材料の安定確保、
販路の開拓、高額な廃棄物処理経費などエゾシカ肉処理施設の運営には課題
が多いことから、継続してエゾシカの有効活用が行えるよう、施設に対する
支援制度の継続・拡充を図ること。 
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ヒグマによる人身被害件数・農業被害額の推移

推定生息数 H30:65万頭→H30:67万頭→R2:67万頭
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原子力発電所の安全対策及び原子力防災対策の徹底 

 

（内閣府、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

【現状・課題】 

原子力発電所は、安全性が確保されることが大前提であることから、国が前
面に立って、原子力発電所の安全確保に万全の対策を講じるとともに、必要な
予算を確保し原子力防災対策の徹底した充実・強化を図る必要がある。 

 
【提案・要望事項】   

(1)原子力発電所の安全対策の徹底（経済産業省、環境省） 

(2)原子力防災対策の充実・強化（内閣府、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① 泊発電所については、規制責任を担う国において審査・監視体制の拡充・
強化を図るとともに、審査結果については、原子力規制委員会自らの丁寧な
説明や問合せ窓口の設置などにより幅広い理解の促進に努めること。 
再稼働については、具体的な手続を明確にした上で、安全性やエネルギー

政策上の必要性等を十分考慮し、国が責任を持って判断するとともに、国民
や自治体に十分な説明を行い、理解を得るよう主体的に取り組むこと。 
大間原発は、世界で初めて全炉心でＭＯＸ燃料を使用する商業炉であり、

施設も未完成であることなど、他の原発とは条件が大きく異なっていること
から、立ち止まって検討するなど、より慎重に対応するとともに、国が誠意
を持って説明責任を果たすこと。 
   

② 感染症流行下での原子力災害時における防護措置を含め、国が責任を持っ
て原子力災害時における避難計画等の実効性の確保に向けた支援を充実させ
ること。 
環境放射線モニタリング体制の整備や、地域の実情に応じた災害対策拠点

施設、福祉施設等の放射線防護対策の強化、原子力防災関連施設・設備の整
備、さらには原子力防災研修の充実や原子力災害拠点病院等に対する適切な
財政支援を行うとともに、施設・設備の維持管理等に係る経費については、
国において現行の予算配分の増額及び別枠を設けるなどして、予算を確保す
ること。 
自然災害との複合災害や過酷事故発生時の避難に有効活用できる道路や港

湾等のインフラ、公共施設の整備を早急に進め適切な維持管理を行うととも
に、地方公共団体が実施する避難道路等整備や除排雪を含めた維持管理等に
係る経費について、国の負担割合の引上げや別枠での予算確保など、財政支
援を充実・強化すること。 
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（左より１号機、２号機、３号機）

認可出力 運用開始年

１号機 57.9万kw 平成元年

２号機 57.9万kw 平成３年

３号機 91.2万kw 平成21年

○ 泊発電所の概要

＜概ね５km圏内＞

（予防的防護措置を準備する区域）
Precautionary  Action  Zone

⇒急速に進展する事故を想定し、放射性物質が放出される
前の段階から予防的に避難等を実施する区域

２町１村（泊村、共和町、岩内町）

＜概ね５～３０km圏内＞

（緊急防護措置を準備する区域）
Urgent  Protective  Action  Planning  Zone

⇒事故が拡大する可能性を踏まえ、屋内退避や避難等を
準備する区域

１０町３村（泊村、共和町、岩内町、神恵内村、寿都町、
蘭越町、ニセコ町、倶知安町、積丹町、
古平町、仁木町、余市町、赤井川村）

【本道における原子力発電所の位置関係】

【原子力災害対策重点区域】

泊発電所

大間原発
（建設中）

札幌

函館

30km

30km

5km

泊発電所
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高レベル放射性廃棄物に係る最終処分事業の全国での理解促進等 

 

（経済産業省） 

【現状・課題】 

高レベル放射性廃棄物の最終処分事業は、国民的な議論が必要な問題である
ことから、国は、全国において、最終処分事業の理解促進に向けた取組を加速
させる必要がある。また、最終処分地の選定にあたっては、国が主体となって
候補地を絞り込み、都道府県や市町村、住民に丁寧に説明し理解を得るなど、
選定プロセスを見直す必要がある。 

 
【提案・要望事項】   

(1)高レベル放射性廃棄物の最終処分事業の全国での理解促進（経済産業省） 

(2)最終処分地選定プロセスの見直し（経済産業省） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① 高レベル放射性廃棄物の最終処分事業については、令和２年、寿都町及び
神恵内村で文献調査が開始されたが、この問題は、原発の所在の有無にかか
わらず、国民的な議論が必要な問題であることから、国は、全国において、
最終処分事業の理解促進に向けた取組を一層加速させること。 
   

② 市町村からの発意を主とする現在の最終処分地の選定プロセスは、地盤の
安定性や輸送適性などから最適な処分地を選定するという観点で課題がある
ことから、国が全国の適地を調査し候補地を絞り込むとともに、全国知事会
とも協議しながら、都道府県や周辺自治体はもとより、広く住民に丁寧に説
明し理解を得るなど、選定プロセスの見直しを行うこと。 
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災害や犯罪から道民を守るための警察機能の充実・強化 

 

（警察庁） 

【現状・課題】 

依然として厳しい道内の治安情勢や警察に対する地域住民の要望等に的確に
対処し、道民の安全と安心を確保するために、北海道警察官の増員による更な
る体制の強化及び装備資機材等の充実が必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)北海道警察官の増員（警察庁） 

(2)緊急事態に要する特殊装備品や特殊車両の整備（警察庁） 

(3)重要犯罪・組織犯罪等の対策推進のための資機材の整備（警察庁） 

(4)交番・駐在所用車両、捜査・取締用車両等の増強（警察庁） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① 北海道は、広大な面積を抱え警察力の分散配置を余儀なくされているほ
か、事件・事故現場への臨場等各種警察活動にも多くの時間を要するなど、
北海道特有の業務負担を抱えており、道内各地域に必要な警察機能・体制を
確保するため、北海道警察官を増員すること。 
   

② 大規模災害やテロ発生時などの緊急事態に的確に対処するため、ヘリコプ
ター用装備品や救出救助用資機材、活動用特殊車両を整備すること。 

 
③ 犯罪捜査においては、組織犯罪対象者の動向把握等に有効な自動車ナンバー 
自動読取システム等の資機材の活用が重要なことから、これら資機材を整備
すること。 
   

④ 本道の広大な面積や積雪寒冷地等の特殊性から、警察活動の広域性・機動
性を確保するため、交番・駐在所用車両、交通パトカーをはじめとする捜査
・取締用車両等の更なる増強及びＲＶ仕様の交番・駐在所用車両を整備する
こと。 
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国際情勢を踏まえた万全な危機対応・北朝鮮拉致問題の早期解決 
 

（内閣官房､総務省､法務省､外務省､厚生労働省､農林水産省､国土交通省､環境省､防衛省､警察庁） 

【現状・課題】 

ロシアによる軍事活動の活発化、核、ミサイル、拉致問題といった北朝鮮を
めぐる諸懸案の包括的な解決を目指し、国際社会との連携の下、適切に対処す
ることが必要である。 
また、我が国の領土、領海を保全し、道民の安全・安心な暮らしを確保する

観点から、領海侵犯や違法操業等に対する適切な対処が必要である。 

 
【提案・要望事項】   

(1)ロシア軍の活動に対する警戒監視及び防衛体制の強化 
（内閣官房、外務省、国土交通省、防衛省） 

(2)北朝鮮に対する毅然とした外交交渉の推進及び国民の保護を最優先と

する万全の措置・迅速な情報伝達体制の構築 
（内閣官房、総務省、外務省、農林水産省、国土交通省、防衛省） 

(3)北朝鮮による拉致問題の早期解決（内閣官房、外務省、警察庁） 

(4)領海侵犯や違法操業等への対抗措置・漂着者への対応などに関する指

針の策定及び財政支援措置の拡充 

（内閣官房、総務省、法務省、外務省、厚生労働省、農林水産省、国土交通省、環境省、警察庁） 
 
【提案・要望の内容】                                                       
① ロシア軍による本道周辺での活動の活発化は、国民の生命、身体、財産、我
が国の領土・領海を脅かすことから、国において情報収集や警戒監視に万全を
期すとともに、ロシアに自制を求める毅然とした外交交渉を推進すること。 

  また、「防衛計画の大綱」において、北海道は我が国の防衛政策にとって重
要な位置付けにあることを踏まえ、道内自衛隊の体制維持・強化を図ること。 

 
② 北朝鮮に対し、核実験及びミサイル発射の自制を求める毅然とした外交交
渉を推進するとともに、ミサイルが飛来・着弾する事態に備え、国民の保護
を最優先に、万全の措置を講じること。 

   また、Ｊアラートや船舶・航空機に対するミサイル発射情報の迅速な伝達
体制の構築や被害が及んだ場合の責任ある救済策を講じること。 

 
③ 拉致の疑いがある方々の調査・事実確認を徹底して行い、拉致の事実が確
認され次第、被害者として認定し、全ての拉致被害者等の一刻も早い帰国の
実現に向け、目に見える形で具体的な成果を早期に出すこと。 

    また、有事の際には拉致被害者等の救出及び安全確保にあらゆる手立てを
尽くすこと。 
   

④ 不審船等の監視、警備体制の強化や漁船などへの連絡体制の整備を図ると
ともに、領海侵犯や違法操業など、あらゆる行為について毅然とした外交交
渉を推進し、拿捕を含む実効的な対抗措置を講じること。 

  また、漂着者の対応や感染症対策などについて、明確な見解や指針を早急
に示すとともに、これらの対応等に係る地方負担が発生しないよう財政支援
措置を拡充すること。 
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